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研究成果の概要（和文）：近年、日本の建設産業は既存建物の維持・再生へと方向転換を迫られ

ているが、本研究では建設ストックの実態を把握するため都市別に木造専用住宅の平均寿命を

算出する手法の確立を目的とする。国勢調査及び住宅・土地統計調査を用いた重回帰分析と因

子分析により、空き家・非農林漁業就業者・増改築の実状が寿命に強い影響を与えていること、

またこれらの要因には都市の規模や熟成度が関与する可能性が高いことが明らかになった。 

 

研究成果の概要（英文）：Recently, the constructional industry of Japan has to change to 

maintenance and renovation of existing buildings. The study establishes the calculation 

method of buildings life span by city for figure out the actual situation of building 

stocks. The result that multi-regression and factor analyses with the national census 

and the housing and land survey, buildings life span is influenced a great deal by 3 

functions: empty houses; non-Agricultural, forestry and fisheries workers; home 

improvements. Moreover, the study brings out that scale and maturation of the city are 

responsible for the functions. 
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１．研究開始当初の背景 

近年、日本では少子高齢化が加速的に進み、
景気動向は不透明感がぬぐえないが、今後も
経済成長が継続する見込みは少ない。そのた
め建設産業は、今日までのような新築中心の
スクラップ＆ビルドから、欧米諸国のような
既存建物の維持・再生へ方向転換を迫られて
いる。 

しかし今日の日本では、既存建物の情報収
集手法や資料が整備されていないため、建設
ストックの実態を的確に把握するには資料
不足であり、今後の建設ストックの有効活用
のために不可欠な体的な維持管理を立案す
る資料が基本的に不足している。 

 

２．研究の目的 

本研究では、これまでの住宅の寿命に関す
る研究をもとに、誰もが閲覧可能な統計資料
を用いて日本国内の各都市における住宅の
平均寿命の算出を簡易に行える手法を提案
することを目的とする。 

さらに、各都市の住宅の平均寿命の算出に
用いる説明変数と社会背景の関係から、建物
の長寿命化に結びつく要因や地域性の特徴
を検証する。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、既存の研究で判明した都市の
平均寿命を統計データから再算出するため、
統計分析ソフト SPSS による重回帰分析を行
った。なお住宅の平均寿命を算出するための
説明変数として、統計資料として国勢調査及
び住宅･土地統計調査のデータを利用した。 

また住宅の平均寿命に影響を与えている
と考えられる要因を検証するため、同じ統計
データを用いた因子分析を行い、地域性や居
住者の意識との関連性を分析した。 

 
４．研究成果 
(1) 重回帰分析による回帰式の構築 
①資料の整理･分析 
 2005 年時点の住宅平均寿命を推計するた
め、平成 17 年(2005 年)国勢調査及び平成 20
年(2008 年)住宅・土地統計調査の資料を用い
た。都市の大きさに影響しないように都市の
中に占める割合にするなど、資料の項目の再
構成（取捨選択、グルーピング、単位の変更）
を行いデータの整理をした。対象都市は、既
存の研究で平均寿命が算出されている 38 都
市で検討したが、1997 年から 2005 年の増減
率から異常値とされる大津市と松江市は分
析対象から除外した 36都市で分析を行った。 
②重回帰分析 
 まとめたデータの項目を説明変数、2005 年
の平均寿命を従属変数とし、ステップワイズ
法による重回帰分析を行った。その結果、以
下の 4つの変数が採用された(表 1)。 

表 1 重回帰分析による独立変数 

空き家に占める賃貸用住宅の割合 χ1 

一般世帯に占める非農林漁業就業者世
帯の割合 

χ2 

総住宅数に占める最寄りの公民館・集
会所までの距離が 250ｍ未満の住宅の
割合 

χ3 

持ち家総数に占める増改築・改修工事
等をした持ち家の割合 

χ4 

 

以上、χ1～χ4の説明変数を用いた重回帰
分析の結果は以下の回帰式である(式 1)。な
お調整済み R2 乗値(決定係数)は 0.643と高
いことから、式 1の精度は高いと考えられる。 
 

 
･･････････式 1 

 

なお式 1 より、算出した 47 都道府県主要
都市の住宅の平均寿命の結果を日本地図上
に示す(図 1)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 47 都道府県主要都市別平均寿命 
 

(2) 回帰式の検証 
3-2 で抽出された変数χ1～χ4 の 4 変数の
データのみを用いることで、いずれの年の住
宅の寿命も推計することが可能かどうかを
検討する。 
①他年度資料による回帰式の構築  
国勢調査 2000 年度(平成 12 年度)、住宅・

土地統計調査 2003 年度(平成 15 年度)の統計
データからχ1～χ4と同じ項目のデータを収
集した。資料収集にあたり本研究では 36 都
市を検討してきたが、4 項目の資料が揃う都
市は札幌市・仙台市・横浜市・川崎市・京都
市・神戸市・福岡市の７都市のみであるため、
以上の７都市で分析を行った。収集した 4変
数を説明変数、2000 年(推計)の住宅平均寿命
を従属変数として強制投入法による重回帰
分析を行った。 
その結果、以下の回帰式が求められた(式

2) 。なお決定係数は 0.859 と高いことから、
式 2も精度が高いと考えられる。 
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･･････････式 2 
 
以上の結果から、式 1と式 2 の各係数は大

きく異なる者の、χ1～χ4の 4変数のデータ
を用いることで、いずれの年の住宅の寿命を
推計することが可能だと考えられる。 
②回帰式の簡略化 
 平均寿命に影響があるとされる要因をよ
り明確にするため、2003 年の住宅・土地統計
調査では精度が低いと考えられる変数χ3 を
除去し 3変数による回帰式の決定係数を確認
した。独立変数を 3.2 と同様のχ1・χ2・χ
4、従属変数を 2005 年の住宅平均寿命を用い
て強制投入法による重回帰分析を行った。 
 その結果、求められた回帰式の決定係数は
0.569 と高い値を示しているため、χ1・χ2・
χ4 の 3 要因のみで回帰式で住宅の平均寿命
の算出は十分可能であり、また求められた回
帰式は以下のように簡略化することが可能
であった(式 3)。 
 

         ･･････････式 3 
 
(3) 住宅の平均寿命に影響を与える要因 
 住宅の平均寿命に影響を与える要因を明
らかにするため、因子分析による検討を行っ
た。独立変数には、重回帰分析により抽出さ
れた 4変数および、2005 年平均寿命と相関が
高い(有意確率 95％以上)28 変数を用いた。
因子分析は、主因子法で行い、因子数を 2で
固定した。また、分析後にバリマックス法に
よる回転をかけた。 
 その結果、回帰式の変数を含め 4 グループ
に分類可能なことが明らかになった(図 2)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 28 変数と因子の関係 
 

Group1 はχ1を含み、第 1因子の負に作用
している。Group2 はχ4を含み、第 1因子の

正に作用をしている。Group3 はχ2 を含み、
第 2因子の正に作用しており、第 1因子には
作用していないグループである。Group4 はχ
3 を含み、第 1 因子・第 2 因子どちらにも作
用していない。 
さらに都市別の特徴を把握するため、都市

別の因子得点を算出した(図 3)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 都市別因子得点と因子の関係 

 
第 1 因子の因子負荷量の傾向に関しては、

group1 の特徴として、「生産年齢人口の割合」
「借家・賃貸の割合」「一室あたりの人員」
を示すものが多い。一方、group2 の特徴とし
て、「高齢者人口の割合」「持ち家の割合」「居
室が多い住宅の割合」を示すものが多くみら
れる。このことから第 1因子は都市の規模(人
口、経済活動)の大きさを示していると考え
られる。つまり都市の規模が大きいほど寿命
が短くなる傾向があると考えられる。 
第 2因子の因子負荷量に関しては、group3

の特徴として、「就業時間の長さ」「低層住宅
の割合」「非第一次産業従事者」を示すもの
が多くみられる。これだけでは判別不能であ
るが、都市別の因子得点を見ると第 2因子の
負は歴史的な地域が多い。このことから第 2
因子は都市の成熟度を表す傾向があると考
えられる。つまり歴史が古く保存活動などが
活発な都市ほど寿命が長くなる傾向がある
と考えられる。 
 
(4) まとめ 
 本研究の成果により、住宅の平均寿命を一
般的な資料を用いて簡易に算出可能な回帰
式を確立することが可能となった。また住宅
の平均寿命は延床面積や構法などの物理的
な要因以上に都市の規模や成熟度など社会
的な要因の影響が強いことが判明した。 
 なお今後は、一般的には入手困難な全国規
模の統計資料を用いて、さらに住宅の寿命に
影響を与える要因について検証を行い、その
結果は日本建築学会計画系論文集等で発表
する予定である。 
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